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践面を強く押し出して制作しました。今後技術強化と共

に、構造的なところから変えていかなければならないと

思っています。

また、今年とくにしっかり取り組みたいと思っているの

は、新たなクラウド時代のシステム開発をどう進める

かということです。アジャイル開発手法やデブオプス

（DevOps）に関する調査レポートを今編集中です。これ

は大きな期待をいただいています。変化の激しい今の時

代では、やりながら色々考え、また、フィードバックを

掛けて直していくということが必要です。開発と運用を

連携して同時にやっていくことが重要になっている。従

来のウォーターフォールでは厳しいですからね。

松本：アジャイルはソフトウェア開発の変革に向けてか

なり重要なキーワードになりますね。ただこれは開発側

だけでなく、利用者側つまり発注者側も巻き込んでいか

ないとうまくいかないのではないでしょうか。さきほど

の「多重下請け構造」にも関連するかもしれませんが、

発注者と一体になって開発し、仕様を決めていくという

ことが非常に難しくなっている。これがいちばんの問題

ではないかと感じています。

ソフトウェア開発の構造的な問題点

國井：「多重下請け」は、日本のソフトウェア開発の構

造的な問題だと思います。情報システム側のエンジニア

松本：JISA は今年で 30 周年を迎えるとうかがいまし

た。今とくに力を入れている取り組みはどういったもの

ですか。

國井：私が委員長を仰せつかっている技術強化委員会の

もとには「技術企画部会」

「情報セキュリティ部会」

「ソフトウェアエンジニア

リング部会」「要求工学推

進部会」「標準化部会」と

いう５つの部会がありま

す。各部会でいろいろな取

り組みを進めていますが、

「要求工学推進部会」では

ちょうど『要求工学実践ガ

イド』を完成させたところ

です。ソフトウェア開発は

上流工程が大事といわれな

がら、なかなか知識集約的

になっていません。日本独

特の「多重下請け構造」に

根深い問題があるのではな

いかと思っていますが、と

にかく要求工学の所をしっ

かりやっていかなければい

けないということから、実
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だけでなくて会社のマネジメントをしている法学部や経

済学部出身の人などに、ソフトウェアのパワーがどんな

ものなのかを知って欲しい。ソフトウェアの開発プロセ

スはハードウェアとは違います。ハードウェアは製造工

程がかっちりしていて、製品開発の後の製造工程が非常

に大事です。そして、できた物を具体的に示すことがで

きる。しかし、ソフトウェアは説明してもピンと来づら

いですね。中核となるアーキテクチャや技術は簡単には

説明ができません。事例を色々見てもらうとか、技術を

ある程度学んでもらう必要があります。そこからやって

いかないと、ソフトウェア業界だけでこの構造を変革で

きるかというと、それは無理だと感じます。

松本：ハードウェアはスペックが決まればあとは歩留ま

りをどう上げるかだけですね。物をお客様に納入してそ

れで終わりになる。ソフトウェアは設計以降の工程もお

客様と一緒に考えていく必要がある。ここを発注側にど

う理解してもらうかが重要です。

國井：とくに日本はモノカルチャーで “ あうんの呼吸 ”

の世界です。かつ、属人性が高い。しかし、どういう

ものを作るかということについては、ビジネスの人とエ

ンジニアが一緒になって検討していかなければならない

し、両側からお互いに分かることが必要です。コミュニ

ケーション能力も過去と違って非常に高度なものが要求

されていると思う。とくにビジネスリーダに、この点を

理解してもらわなければいけないですね。

松本：単に開発の品質を上げ効率化していくためだけで

はなく、イノベーションを起こすという意味でも、ビジ

ネスサイドに近い人が「あ、ソフトウェアを使えばこん

なことができるのか」と分かってくれないといけないで

すね。このビジネス側と開発側の距離感を縮めていくこ

とが大きな課題だと思います。

“ 減点主義 ” から脱却する 

國井：イノベーションに関していうと、日本の企業はす

ごくかっちりとした工場的なマネジメントをしていま

す。これは “ 行き過ぎた管理主義 ” といわざるを得ない。

管理の形態をもうちょっと柔軟にすることが必要です。

新しい世界というのは「こうすれば必ずこうなります」

というのではない。トライアルしてみないと分かりませ

ん。最初に計画を立てて「計画通りできましたか？」「は

い」「いいえ」とやっているのでは、つまり “ 減点主義 ”

ではだめなのです。イノベーションは “ 加点主義 ” でな

いとできません。

ハードウェアの世界で、品質を守るためにきっちりした

管理をするフェーズと、ソフトウェアを作りあげるため

に自由にトライアルするというフェーズでは、やり方が

違うんです。柔軟に “ 加点主義 ” でトライアルできる体

制や文化を企業の中に作りあげていかないと、イノベー

ションは起こらないと思います。

松本：そういう土壌もそうですし、ビジネス側もソフト

ウェアで何ができるか、IT で何ができるかということを

勉強してもらいたいと思いますね。逆に IT の側も、様々

な産業、事業の勉強をしなければならない。IT 側からの

接近も必要なのかなと思います。

國井：そうですね。もはやかっちりした要求仕様があっ

て、それを作っていきましょうというミッションでは

ない。一緒に「そこはこうすればいいんじゃないか」

と議論しながら作りあげていく。つまり両方から、技

術者の方も業務を学んでい

く必要があるし、ビジネス

リーダも技術に関心をもっ

て学ぶ必要がある。ところ

が日本では「それは技術の

話だから」とどんどん現場

に落としていって担当に任

せてしまい、全体最適で判

断できなくなってしまうと

いう傾向があります。ここ

を変えていかなければいけ

ませんね。

産学の連携をいか
に進めるか

松本：JISA でも産学連携の

重要性について議論されて

いると思いますが、学の成

果をいかに産業界にフィー

ドバックしていくか、その
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正のスパイラルをうまく回していく必要があると思いま

す。ここをどう進めればよいのか、お考えがあればぜひ

伺いたいのですが。

國井：企業の中でも研究所と事業部の間には「死の谷」

があるといわれます。同じ方向を向いている企業の中で

すらそうですから、産学の連携はそう簡単ではありませ

ん。二つのことが考えられると思います。一つは一緒

に密着してやっていくプロジェクトを増やすこと。もう

一つは、人の流動性を高めることです。ドイツのフラウ

ンホーファーなどでも、研究者と企業の技術者が一体に

なってプロジェクトを進めています。「開発しました、

どうぞお使いください」ではないんですね。最初から学

と産業界が連携するテーマを重視する形にもっていくと

いうのも、ひとつの方法だと思います。

松本： 企業の側から学に対して、こういう研究テーマで

考えて欲しい、場合によっては一緒にやって欲しいとい

う進め方をしたほうがいいのかなと思っています。

國井：産学連携がうまく進まない要因に、産業界の学に

対するアクションが非常に弱いという問題もあると思

います。過去、産業界の学に対する問題意識は、優秀な

人材を提供してもらうことがメインで、一緒に何かしま

しょうというアプローチではなかった。大学がアカデミ

アに寄りすぎていて実践的な研究が少なかったというこ

とも災いしていると思います。産業界も期待していない

からなおさら何も発信しない、という悪循環に陥ってい

る。2004 年にパルミサーノのレポートが出て、米国の

競争力はイノベーションだ。そのイノベーションを起こ

すためにはエコシステムが必要で、産官学が連携するこ

とと、異分野が一緒になってやること、そして多様な人

材が必要だ、ということをいっています。正にそのエコ

システムを作っていくためにも、産が学にもっと声をか

けていかなければならないし、期待しなければ次のス

テップもないと思いますね。単純に点と点としてつな

がっているだけでは、新しいものは生まれない。

松本：確かに点と点で、そこがシステム化されていない

から広げていくことができない、ということがあります

ね。企業の方も学に対して何を求めるかというところで

ギャップがあります。共同研究はやるのですが、おっしゃ

るように狙いは人の獲得ですね。

國井：日本は企業から大学に行く人は少しはいるんです

が、大学から企業に行く人が少なくて、行っても研究分

野で事業部には行きません。しかし事業部にも行かなけ

ればイノベーションはできない。ここを何とかしないと

いけないですね。

松本：インターンシップなどで学生さんに来てもらうこ

ともありますが、それもやはり開発の現場ではないケー

スが多いようです。

國井：期間も短いですね。２週間程度でしょう。私がリコー

にいた時、ソフトウェア研究開発本部が海外からのイン

ターン生を受け入れていましたが、ドイツのインターン

生は１年、フランスでも半年という長期間でした。しか

もマスターコースに組み込まれているので、単位がとれ

るんです。企業側からすれば新しい分野のことを研究し

てもらう、あるいは技術開発してもらう、ということで

メリットがある。学生も色々経験できるし単位も取れる。

大学は学生を企業に長く派遣して実践的に学ばせるとい

うことをゴールにしているのですね。日本でも大学を卒

業した学部生も修士の学生も、場合によっては博士の学

生も、多くは産業界に行くわけです。にもかかわらずもっ

ぱら研究者を養成するために精力を使うというのはバラ

ンスが悪い。将来産業界に行くのなら、そこで研究がで

きる能力を付けることも重要ではないでしょうか。

評価にもっとリソースを投入する

松本：IPA では産と学の橋渡しができればと思っていま

す。更に官としてやれることがあるのではないか、と考

えているのですが。

國井：ドイツでは “ インダストリ 4.0” ということが語ら

れています。産業革命のインダストリ 1.0 に始まって、

今はソフトウェアで新しい価値を作っていく「サイバー

フィジカルシステムの時代」と位置づけ、ハード系の人

とソフト系の人が融合して、次の世代の物作りを考える

ということを進めている。産学連携の密度を高め、新た

な方向性を見いだしてしていく、というところにフォー

カスしているわけです。日本でも今、色々融合分野が育

ちつつあるとは思いますが、まだ点と点ですね。そこを

つなぐために、その音頭を取るところでは官が大きな役

割を果たすことができるのではないかと思っています。

それをつないでいくのは産業界には難しいからです。産
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業界は自分の企業の利益も考えなければいけないですか

らね。例えば組込みソフトでも、ここは業界横断の統合

的なプラットフォームを作っていかなければいけないと

いう分野があったときに、一企業が手を挙げても「誰の

ためにやるんだ」と社内では抵抗がある。全体最適を図

る意味でも、官のミッションとして進めることが必要だ

と思います。

松本：官にはそういう大きな方向性を出していくという

役割がありますね。

國井：そこで大事なのは、評価に対する予算付けだと思

います。評価にはきちんとリソースを投じなければいけ

ない。アメリカの場合、NSF（国立科学財団）の色々な

研究評価をする人として、例えばスタンフォード大学の

ある先生が数年間その任につくということになると、フ

ルタイムでその間の経費の面倒を見るんです。評価委員

として雇うわけですね。ところが日本では兼務が多い。

私も委嘱を受けることがありますが、なかなか大変です。

夏休みをすべてつぶしたりしてそれなりに時間は使って

いますが、海外の評価委員と比較して私の評価はどうだ

ろうと、申し訳なく思うことがあります。評価のために

は最先端でなければいけないし、ニーズも知っていなけ

ればいけない。高い能力が求められ、時間も使います。

こういうところに第一線の研究者は入りたがらないかも

しれない。しかし、何らかのメリットを付与するといっ

たことも考えていくべきだと思います。

松本：評価がきちんとできないから、どうしても効果が

あいまいになってしまって、なんのために金を付けてい

るんだという話になってしまう。確かに、評価にリソー

スを投じるのは必要なことですね。

課題発見能力を高める訓練が必要

松本：人の育成という点について少し議論を進めたいの

ですが、産業界から見れば実践的な人材を育てて欲しい

というニーズがあるでしょうし、学は学で研究者という

形での育成の課題がある。そのあたりはどうお考えです

か。

國井：私が思うのは、博士コースの勉強の仕方です。私

はアメリカでドクターをとりました。アメリカではまず

ドクターの資格試験で、基本ができているかどうかをみ

る。そして次に研究テーマを自ら見つけるというフェー

ズがあります。その審査が終わって本格的な研究が始ま

る。この研究テーマを見つけるというところが、日本は

おざなりなのではないかと思うんです。私がアメリカに

行った時に、まず、問題発見にドクター論文に費やす時

間の３分の１くらいは使わなければいけない、といわれ

たのを覚えています。

松本：３分の１ですか。それはウェイトが大きいですね。

國井：自ら問題発見するというプロセスがないと、企業

に入った時に苦労するんです。そこがやれるかどうかで、

ドクターを取ってきたレベルの研究者として通用するか

どうか決まります。

松本：今の日本では指導する先生から研究テーマを与え

られて、それを着実にこなしていくという状況になって

いますね。

國井：問題発見のフェーズを持たないと研究における上

流工程が貧弱になるんです。現場で受け身になってしま

う。「先生」を探すことになってしまいます。リーダシッ

プを取るためには、問題発見ができなければいけない。

課題を見つけて、次にどうするか。研究の方向性を示せ

なければいけません。

松本：企業がドクターを採用するときも、その研究分野

の取り組みや技術力を評価してというよりも、自分で

テーマを考えて、どうやって進めるか、そういう “ ドク

ター取得プロジェクト ” みたいなものをやってきた、そ

の能力を評価して、ということもあると思います。

國井：変化が激しくなっているので、今はとくにその能

力が重要です。自ら方向を打ち出せるかどうか。ベース

となる技術力があり、課題発見能力があり、ターゲット

のビジネスについて学んで新たなバリューを作っていこ

う、ということになれば、うまくまわっていくと思いま

す。これはチームでもいいんです。それが重要だと気付

いてパートナーシップが組めればいい。

その場合一番のポイントは「関心」です。それについて

興味が持てれば勉強もするし話もする。何とか連携しよ

うとすると思う。一番問題なのは「そこは私の世界では

ありません」と、切り捨ててしまうことなんです。先ほ

どの話につながりますが、ドクターのコースできちんと

やっていくということは、問題発見してどうするかとい

う社会的な課題を見つけて、新しい価値をどう提供する
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のか、とアプローチしていくということです。マーケティ

ングの世界でも 1.0 は物志向だった。それが 2.0 で顧客志

向になって、3.0 ではバリューをどう出すか、という追求

に変わっています。その価値に関心を持ってくれる人が

いないと困る。ドクターでそういうタイプの人がいれば

企業は採用しますし、貢献できると思う。企業にとって

価値を生んでくれる人材はいつも不足していますからね。

行き過ぎた管理主義

松本： IPA も「未踏プロジェクト」でイノベーションを

起こせる若手の人材を育成しようとしています。実際「未

踏」で出て来る人はかなりユニークで、色々なアイデア

を持っている。ただそういう人をどう活かしていくか。

企業が活かしきれていないという現実があります。

國井：そこに、先ほども触れましたが “ 行き過ぎた管理

主義 ” の問題があるのですね。自由度が少なすぎる。枠

の中に入るように教育してしまう。日本の組織マネジメ

ントをもっと柔軟なものにしていくことが必要だと思

います。人月計算であなたは何時間働いたからいくら払

います、というのが浸透しきってしまって、トライアル

したくても、じゃあそれでいくら儲かるんだという話に

なってしまう。“ とんがった ” 人材が管理の中にうまく

フィットしない。おもしろくないから、結局モチベーショ

ンが上がらなくて辞めてしまうんです。

松本：裁量労働制を採り入れるところもあるようですが、

研究開発部門だけですね。

國井：全社にはなかなか波及しないですね。ヘッドクォー

ターにはどうしても全社統一のルールでマネジメントし

たいという意識がある。しかし、新しいことをやろうと

いう部署と工場管理を同じルールでマネジメントする

のは無理です。既存の業務についてはきっちりとマネジ

メントしても、新規分野は、あるリソースと期間の範囲

内で自由にやってもらうという選択が必要です。事業の

フェーズによってマネジメントのスタイルを変えていく

必要があるんです。

松本：社内ベンチャー的にある程度認めてやっていく

ケースもあるでしょうね。「未踏」でも自分で自立して

ベンチャーを興してやっていこうとする人たちに、もっ

と支援ができるようにする仕組みに取り組んでいます。

國井：ベンチャーの場合は、技術は持っていても、経営

的なところが弱かったり財務に関して疎かったりすれ

ば破綻してしまう。そこをうまくサポートしないとベン

チャーとして伸びない。チームワークがよくて、新しい

価値を作るところと財務の連携がいいとか営業がバラン

スを取っているとか、トータルに企業として成功する要

素を持っていないといけませんね。

松本：経営的な支援も必要ですし、営業的にはマーケッ

トとのパイプもすぐには持てないでしょう。マッチング

の場を提供するということもあるでしょうね。

國井：最初はイノベータータイプのお客様のところにい

かなければ、新しいことはなかなか理解されません。理

解してくれるお客様を紹介できる、あるいは多様な人が

集うコミュニティがある、そういうことがインフラとし

て重要だと思います。

松本：これだけ IT が様々な場面で使われるようになっ

て来ると、IT を分かる人間があらゆる事業分野に精通

することは難しい。農業も分かる電力も分かる。そんな

スーパーマンはいません。例えば農業の人と出会う場を

作るといったことが、イノベーション創出のために必要

になってきますね。

國井：少し先行しているニッチマーケットで色々トライ

アルできると、アプリケーション開発についてはやりや

すいと思います。

松本：そこに官が実験的にお金を付けていく、という形

で支援することも考えられますね。

國井：今はビジネスモデルが大きく変わっていて、スト

レートでシンプルなものではなくなっている。技術だけ

ではだめなんです。例えば検索サービスですごく技術力

がある会社が広告収入で利益を出しているといったこと

が生まれています。バリューチェーン全体を把握して、

総合的なビジネスについて考えられる人材を育成しなけ

ればいけない。これを情報工学のところでするのかと

いったら、やはりビジネススクールのほうで議論してい

ただかなくてはいけない。そちらの人材育成についても

投資をしていく必要があるのではないですか。

松本：先ほど関心を持つことが大切というお話がありま

したが、正にそうですね。アンテナを自分で常に高く保っ

て、広く関心をもつことが大事です。そこで IT で何が

できるか、ソフトウェアで何ができるかと次に落として
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考えていく、そういう癖を付けていかなければなりませ

んね。

女性管理職育成のプログラムを

松本：最後に女性の活躍というテーマについて考えてみ

たいのですが、ソフトウェア産業界の現状はいかがで

すか？

國井：JISA 会員企業に対しては、指導的立場の女性比率

を 30％を目標に、女性が働きやすく、また、柔軟なワー

クスタイルを追求することを呼びかけています。それに

よって発想も豊かになるでしょうし、そもそも IT はそ

のサポートができるはずなんです。私たちが模範になら

なければいけない。柔軟な働き方を追求し、その中で女

性の活躍を進めたいと思っています。

しかしワークライフバランスの問題だけでなく、女性が

働きにくい、あるいは活躍できない理由があるのです。

色々調査を進めて分かってきたのは、仕事のアサインメ

ントの仕方です。とくに育児休職をして戻った後などは、

重要な仕事はアサインされない。ある時間内で高度なレ

ベルの仕事ができると思っている女性は多いんです。と

ころが「心優しい管理職」が、大変だろうからというの

で細切れの仕事を与える。仮にそれがうまくいかなくて

も企業経営にはそれほど影響がない軽度の仕事を与える

わけです。当然チャレンジングな仕事ではないので、モ

チベーションが上がらないし能力も高まっていかない。

更に、エドガー・シャインが『キャリア・ダイナミック

ス』という本を書いていて、そこで「キャリアアップし

ていく３つの軸」として、専門性を高める、職能を広げる、

小さな組織から徐々に大きな組織をマネジメントしてい

く、という３点を挙げています。職能を広げるというの

は、研究開発をしていたら次はマーケティングをすると

か、企画をするとか、そういうことですが、この点につ

いて、日本の場合は、女性にはほとんど配慮がされてい

ないのですね。

キャリア・ダイナミックスに沿ってどう育成するか－

それをきちんと考えていかなければならない。私がか

つて企業在職中に女性社員の上司にヒアリングしたとき

も、どうしてこの女性たちが管理職に就けないのかと聞

いたら、経験がないとか、視野が狭いという返事が返っ

てきました。事実として確かにそれはある。しかし、で

はその解決のために過去にどれだけのことがなされてき

たのか。会社として、女性を管理職に育成するんだとい

う流れがないのです。企業の側から、女性に期待してい

る、こういうことをやって欲しい、ということを強く言っ

て、仕事も与えていかないと、トライする気持ちも湧い

てきません。

松本：ソフトウェア開発の仕事は非常にクリエイティブ

な世界で、女性の視点が役に立つのではないかと思いま

すし、もっと女性に活躍していただきたいですね。

國井：モノカルチャーではイノベーションは起きにくい

わけです。世の中は、物からことへ、すなわち、サービ

ス中心へとどんどん変わっています。女性の活躍する舞

台はいっぱいあります。

松本：そうですね。今日お話をしてきて、ソフトウェア

がイノベーションの源泉にならなければいけないという

時代の中で、しかしその実現のために、まだまだ克服し

なければならない多くの課題があることが改めて浮き彫

りになったように思います。産学官、それぞれに大きな

テーマがありますね。

國井：日本はハードウェアに関してはブランド力があり

ますが、ソフトウェアに関してはありません。トータル

に国としてレベルを上げ、それを世界に示していくこと

が重要です。ソフトウェア開発を通じたイノベーション

創出に向けて、国全体の最適化ということを考えたい。

それにはやはりエコシステムの中でとらえていく、とい

うことが重要だと思います。

松本：そうですね。IPA もそのための施策を考えていき

たいと思います。本日はありがとうございました。


